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全国⼈⼝ 5 万⼈以上の 446 都市を対象に、ライフラインとして⾒た⽔道施設の地震に対

する安⼼度について次の研究を⾏った。 
①各都市における⽔道施設の地震対策の程度を「⽔道施設（管路）の強さ」と「緊急⽤⽔

の確保」の 2 つの安⼼度指標で定量的に表すことで都市ごとに市⺠⽣活から⾒た⽔道へ
の安⼼度を評価し、都市間の相対⽐較を⾏った。 

②各都市について「断⽔の影響度」、「経済的な影響度」、「社会的な影響度」の 3 つの特性
と「⽔道施設（管路）の強さ」との相関を分析し、⽔道施設の被害が市⺠⽣活にどのよ
うに影響するかという観点から、都市ごとの安⼼、不安⼼を相対的に評価した。 

 
■安⼼度指標の評価項⽬と評価⽅法 
①⽔道施設の強さ 
 「安⼼」か「不安⼼」かは地震時の断⽔率から判断した。断⽔率 10％未満で「安⼼」、
10％以上 30％未満で「注意」、30％以上で「不安⼼」とした。また、「⽔道管路の強さ」
と安⼼度の相関も点数化した。 
 
②緊急⽤⽔の確保 
 「緊急⽤⽔の確保」の地震に対する安⼼度については、⼀⼈⼀⽇あたり最⼤給⽔量から
算出した。そこから配⽔池容量が、⽔道施設設計指針(2000 年版)にある配⽔池の標準容量
12 時間分(異常時対応容量 114.3 ㍑)を下回る都市を「不安⼼」、17 時間分(異常時対応容量
200 ㍑)以上の都市を「安⼼」、12 時間以上 17 時間未満の都市を「注意」とした。 
 
③断⽔の影響度 
④経済的な影響度 
⑤社会的な影響度 
 都市⽣活等への影響⾯を表す指標「断⽔の影響度」、「経済的な影響度」および「社会的
な影響度」は、いずれも点数が⼤きいほど影響が⼤きいことを表す。したがって「⽔道管
路の強さ」の点数が⼩さく、かつ、これらの影響⾯を表す指標の点数が⼤きい都市が都市
⽣活への影響が⼤きい不安⼼都市であり、⽔道施設の地震対策が急務であるといえる。 
 
■使⽤データ 
 公共機関等で公開されているデータを使⽤した。 
 



■安⼼度評価のまとめ 
①「⽔道施設の強さ」の安⼼度指標である「⽔道管路の強さ」については次のことが得ら
れた。 

a) 最⼤でも⻑野市の 1.67 点で、安⼼の基準とした 1.7 点(断⽔率 10％相当)を満たした
都市はなかった。1.5 点(断⽔率 30％相当)以上 1.7 点未満の注意都市は 59 都市であ
った。 

b) 東海地震での対象地域 164 都市のうち約 79％の都市で、東南海・南海地震では対象
地域 130 都市のうち約 91％の都市で「⽔道管路の強さ」の安⼼度が注意の基準 1.5
点を下回る不安都市になった。 

②「緊急⽤⽔の確保」の安⼼度指標である「配⽔池容量」は、今回対象とした都市の約
21％の都市が 17 時間(200 ㍑/⼈相当)以上の安⼼都市であり、約 24％の都市が 12 時間
(110 ㍑/⼈相当)未満の不安⼼都市であった。これらの不安⼼都市では異常時対応容量の
増量が望まれる。 

③「断⽔の影響度」と「⽔道管路の強さ」の関係において不安⼼な都市はデータのそろっ
た全 395 都市の約 44％にあたる 174 都市であった。 

④「経済的な影響度」と「⽔道管路の強さ」の関係において不安⼼な都市は全 395 都市の
約 35％にあたる 137 都市であった。 

⑤「社会的な影響度(⽊造家屋率)」と「⽔道管路の強さ」の関係において不安⼼な都市は
全 395 都市の約 50％にあたる 199 都市であった。「社会的な影響度(65 歳以上⼈⼝⽐
率)」と「⽔道管路の強さ」の関係において不安⼼な都市は全 395 都市の約 41％にあた
る 160 都市であった。 

⑥③〜⑤で抽出された不安⼼な都市での地震対策としては、⽊造家屋率を緩和すること 
が考えられるが現実的には難しい。したがって、都市⽣活の安⼼度を⾼めるためには、
⽔道管路を地震に対して強くすることが望まれる。 

⑦都市ごとの管路での⾦属管の使⽤⽐率と「⽔道管路の強さ」の安⼼度には⾼い正の相関
がみられ、各都市の⾦属管の使⽤⽐率から「⽔道管路の強さ」の安⼼度が概ね把握でき
た。 

 
 以上のことより「⽔道管路の強さ」を向上させることは「断⽔の影響度」が⼩さくな
り、さらには「経済的な影響度」、「社会的な影響度」も低減されることから、耐震性の⾼
い管路へ更新することは都市⽣活の安⼼度を⾼める上で有効であることが分かった。 


